
令和３年２月２６日  

令和２年度強い農業・担い手づくり総合支援交付金の事業評価について 

 強い農業・担い手づくり総合支援交付金で実施した整備事業の評価結果につ

いて、強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱（平成３１年４月１日

付け３０生産第２２１８号農林水産事務次官依命通知）第８の規定により公表

します。 

問い合わせ先 

 園芸農産課野菜・果樹グループ 

 電話 ０５２－９５４－６４１８ 



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（愛知県　令和元年度）

メニュー① メニュー② 事業内容 事業費

（円）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）

交付金
都道
府県
費

市町村
費

その他

日進市
あいち尾
東農協

土地利用型作
物（稲）

米１等米比率
の向上

56.7% 52.0% 64.7% 68.0% 66.9% 110.8%
１等実績7,251.5俵
（全体出荷10,666

俵）

土地利用型作
物（稲）

直接販売比率
の向上

59.9% 61.8% 69.8% 97.3% 91.1% 119.9%

直接販売数量
593.7ｔ

（全体販売数量
609.9ｔ）

色彩選別機１式 36,072,000 16,700,000 0 0 19,372,000 平成30年7月31日

中部ライスセンターを新設し
て、色彩選別機を導入したこ
とにより、１等米比率が計画
当初の平成28年実績56.7％か
ら、平成31年実績68％とな
り、目標値66.9％を超えるこ
とができた。
また品質の高い米を出荷する
ことができ、直接販売率も計
画当初の平成28年実績59.9％
から平成31年実績97.3％とな
り、目標値91.1％を超えるこ
とができた。
総合的にJAの営農施設運営の
効率化と収支の改善、農家の
所得の向上を図ることができ
た。

成果目標として掲げた２つの
取組が、ともに目標を達成し
ている。
このことから、今回の事業に
よる産地管理施設（色彩選別
機）の導入は、当該地域の産
地競争力の強化に大きく資す
るものであったと評価する。

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町村名
事業実施
主体名

成果目標の具
体的な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具体的
な実績①

成果目標の具
体的な内容②

事業実施後の状況②

成果目標の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価 都道府県の評価

（対象作物・
畜種等名）①

計画時
（平成
28年）

１年後
（平成
29年）

２年後
（平成
30年）

３年後
（平成
31年）

目標値
（平成
31年）

達成率 達成率
（対象作物・
畜種等名）②

計画時
（平成28

年）

１年後
（平成29
年）

２年後
（平成30

年）

３年後
（平成31
年）

目標値
（平成31
年）



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

愛知県
（新城
市、豊
川市
（施工
場
所）、
蒲郡
市、田
原市、
豊橋
市、設
楽町、
豊根
村、東
栄町）

愛知県
経済農
業協同
組合連
合会

野菜
(いち
ご､ｱｽ
ﾊﾟﾗｶﾞ
ｽ､な
す､ﾐﾆﾄ
ﾏﾄ)

全出荷
重量に
占める
契約取
引の割
合

49.2%
（615.
7t/1,2
52.3t
）

- 85.3%
（705.
6t/826
.4t）

84.9%
（1,15
1.6t/1
,356.0
t）

82.8%
(1,081
.3t/1,
306.4t
)

106.3% 84.9%

1,151.6
ｔ
/1,356.0
ｔ
（内訳）
いちご
283.4ｔ
/358.8ｔ
ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ
65.8ｔ
/98.0ｔ
ﾐﾆﾄﾏﾄ
719.8ｔ
/794.6ｔ
なす82.6
ｔ/104.6
ｔ

果樹
（いち
じく）

全出荷
重量に
占める
契約取
引の割
合

34.9%
(46.4t
/133.0
t)

- 0%
(0t/0t
)

76.9%
(86.8t
/112.9
t)

76.3%
(101.5
t/133.
0t)

101.4% 76.9%

86.8ｔ
/112.9ｔ

集出荷貯
蔵施設
（2,042

㎡）､予冷
施設（2
室）

408,240,000 176,360,000 0 0 231,880,000 H30.11.9 　本取組により既存生産者の営農継続、若手や大
規模生産者による面積拡大、新規就農の推進等に
よる産地の維持・拡大の課題であった生産者の選
別・パック詰め作業に係る労力負担軽減と顧客の
ニーズに対応した商品製造による安定出荷が可能
となった。
　成果目標である契約取引の割合については、野
菜、果樹ともに達成できており、引き続きこの水
準を維持していく。
　目標数量を集荷できなかった品目（いちご、ア
スパラガス、いちじく）について、いちごはＲ元
年度利用申込時に150万PK超の受入れが見込まれた
ため急遽、選別機導入により体制強化を図った
が、天候不良により作柄不良となり130万PK弱と
なった。また、アスパラガスは、台風や天候不良
で作柄不良であった。いちじくは、当施設の竣工
が秋期であったため平成30年の集荷はなく、令和
元年は台風被害、一部生産者が予定を変更して個
別選果した等の影響で集荷が伸び悩んだが、菊農
家のいちじくへの転作が進んでおり、今後、集荷
量の増加と安定化が見込まれる。
　良質な生産物を十分量集荷できるよう、技術指
導の徹底を図るとともに、パッキングセンターの
認知度の向上、利用拡大に向けた働きかけをこれ
まで以上に地域JAと一体となって行っていく。

　成果目標である契約取引の割合に
ついては、野菜、果樹ともに達成し
ている。一方で目標数量の集荷がで
きていない品目（いちご、アスパラ
ガス、いちじく）については、高い
水準で安定的に集荷数量を確保し、
地域の中核的な施設としての役割を
十分果たせるよう、地域指導機関と
情報共有と連携を図って取組を支援
していく。

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

（愛知県　　令和元年度）

市町村
名

事業実
施主体

名

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（H28
年度）

１年後
（H29
年度）

２年後
（H30
年度）

３年後
（R1年
度）

目標値
（R1年
度）

目標値
（R1年
度）

達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（H28
年度）

１年後
（H29
年度）

２年後
（H30
年度）

３年後
（R1年
度）



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（愛知県　令和元年度）

メニュー
①

メニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等） 交付金 都道府県

費
市町村費 その他

中央製乳（株）
新工場建設（鉄
骨５階建2967
㎡）・包装機
（9,000個/hr）
等設備工事

1,224,608,760 359,441,000 0 0 865,167,760 平成27年8月31日

昭和牛乳（株）
施設等の廃棄

10,584,000 3,266,000 0 0 7,318,000 平成27年3月16日

名古屋牛乳
（株）残余財産
損失補てん

170,021,964 48,675,000 0 0 121,346,964 平成27年3月16日

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町村名
事業実施
主体名

成果目標
の具体的
な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具体的な
実績①

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

成果目標の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価 都道府県の評価

（対象作
物・畜種
等名）①

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
27年）

２年後
（平成
28年）

３年後
（平成
29年）

４年後
（平成
30年）

５年後
(令和
元年）

目標値
（令和
元年）

達成率
（対象作
物・畜種
等名）②

計画時
（平成
25年）

１年後
（平成
27年）

２年後
（平成
28年）

３年後
（平成
29年）

４年後
（平成
30年）

５年後
(令和
元年）

目標値
（令和
元年）

達成率

豊橋市、
大府市、
津島市

愛知県
乳業再編
協議会

効率的乳
業施設整

備

１日あた
りの平均
処理量

72t 97t 99t 99t 104t 107t 126t 64.8%

東海管内では生乳生
産の減少が続いてい
る中であるが（2018
年度　35.2万t、
2019年度　33.9万
t）１日あたりの平
均処理量は年々増加
したが目標値126tに
は至らず、実績は
107tであった。

効率的乳
業施設整

備

学校給食
用牛乳供
給割合

11.2% 21.2% 29.0%

・生乳生産の状況について
は、全国的には昨年度より
徐々ではあるものの回復
（2018年度 729万t、2019年
度 736万t）傾向にあるが、
当社の主たる仕入れ先である
東海管内では、さらなる減少
（2018年度 35.2万t、2019年
度 33.9万t）となり、1日あ
たりの平均処理量は、昨年よ
り増加したものの、事業計画
に基づく（生乳）必要量の確
保が困難であった。
・このような状況においても
学乳供給割合については、本
事業で生産能力の強化を図
り、積極的に入札に参加し、
落札したことで目標値を上回
ることとなった。この取組に
より、本県の学乳の安定供給
に寄与することができた。
・また、本事業で受乳タンク
を２基増加させたことによ
り、年間生乳処理量（平成25
年度32,243 t  令和元年度
42,354 t）のうち、愛知県産
牛乳の製造量が、10,029 t増
加（平成25年度6,363ｔ　令
和元年度16,392 t）し、付加
価値の高い牛乳の販路拡大が
可能となり、販売額は、2.76
倍（平成25年 12億8千5百万
円
令和元年度 35億5千6百万
円）となった。

・１日あたりの平均処
理量については、目標
は達成できなかった
が、当初72tであった
処理量から100tを突破
し107tとなっている。
今後も目標を達成でき
るよう引き続き指導を
していく。
・学校給食用牛乳は、
達成率288.7%と目標値
を大きく上回って目標
を達成した。今後も学
校給食用牛乳を安定的
に供給していただきた
い。

29.3% 28.6% 29.1% 17.4% 288.7%

学乳供給割合につ
いては、本事業で
生産能力の強化を
図り積極的に入札
に参加し、落札し
たことで目標

17.4％に対し、実
績は29.1％と目標
を大きく超えて達
成することができ

た。



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（愛知県　令和元年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

岡崎市

六ッ美
養鶏加
工協同
組合

食肉等
流通体
制整備
(鶏肉)

鶏肉（出荷
羽数）現状
値（平成25
～27年）
3,354,661羽
目標値
3,750,000羽

3,446
,622
羽

（2.7
％

増）

3,617
,661
羽

（7.8
％

増）

3,439
,570
羽

（2.5
％
増）

3,750,
000羽
（11.8
％増）

21.5%

鶏肉の出
荷羽数が
2.5%増加
した

食肉等
流通体
制整備
(鶏肉)

鶏肉（加
工ｺｽﾄ）
現状値
（平成25
～27年）
671,839
円/万羽
42円/kg
目標値
597,160
円/万羽
37円
/kg）

658,074
円/万羽
41円/kg
（13,765
円/万羽
減、1円
/kg減）

621,462
円/万羽
39円/kg
（50,377
円/万羽
減、3円
/kg減）

644,113
円/万羽
40円/kg
（27,726
円/万羽
減、2円
/kg減）

597,160
円/万羽
37円/kg
（74,679
円/万羽
減、5円
/kg減）

37.1%

鶏肉の生
産コスト
が27,726
円/万羽
減、2円
/kg削減
された。

食肉処理
施設、汚
水処理施

設

191,484,000 86,591,000 104,893,000 平成29年12月28日

鶏肉出荷羽は2.5%
増、鶏肉加工ｺｽﾄは2
円/kg減したが目標値
には達しなかった。
原因として成鶏更
新・空舎延長事業の
発動により成鶏の出
荷時期が集中したこ
とにより年間を通し
平均的な処理が困難
であったこと及び取
引状況の変化が挙げ
られる。これらの対
策として新しい出荷
形態を確立し新規販
路の開拓を行い処理
羽数の増加及び加工ｺ
ｽﾄの削減を図る。

出荷羽数は目標に
達しなかったが、
事業実施前と比較
して増加してい
る。出荷羽数が伸
びなかったため加
工ｺｽﾄも目標に達
しなかったが、人
件費等の削減によ
り事業実施前と比
較し減少してい
る。今後の方策と
して、組合の取り
組みを支援して、
目標を達成できる
ように引き続き指
導していく。

77.9%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成
率

目標値
（令和
元年）

目標値
（令和元

年）
達成
率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成29
年）

１年後
（平成30
年）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町村
名

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

１年
後

（平
成30
年）

２年
後
（令
和元
年）

成果目標の
具体的な内

容①

都道府県平均達
成率

都道府県平均達成率は77.9％で、評価対象の８成果目標のうち５成果目標で目標を上回り、３成果目標で目標を下回った。
目標を上回った５成果目標は、１等米比率、契約取引割合、学校給食用牛乳供給割合の向上等が図られた。
目標を下回った３成果目標は、生乳生産量の減少、年間を通じた安定的な仕入れができなかったことが要因となった。
今後は、関係機関と連携して、協議会及び組合が必要とする原料が確保できるよう、目標達成に向けた支援を行う必要がある。

負担区分（円）

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施主体の評価 都道府県の評価

２年後
（令和元
年）

計画
時

（平
成29
年）

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②


